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0.00

目標年次 単位 目標値

待機児童数
待機児童数が平成30年2月現在895人であるが、平成31年4月にむけ
待機児童数ゼロを目指す。

平成31年4月 人 0人

任期付

ｱﾙﾊﾞｲﾄ

その他

合計0.00

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

826

1,115

1,115

8,910

5,670

5,670

9,736

平成30年度 予算事業説明シート

事務事業名
児童福祉一般事務事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0142600000-001

予算所管課 福祉局待機児童緊急対策室
連絡先 (078)918-5267

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

目 児童福祉総務費
根拠法令
・要綱等

子ども・子育て支援法、児童福祉法事業 児童福祉一般事務事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
待機児童解消に向け、施設の整備等をおこなうための体制を構築・維持する。

事
業
内
容

待機児童解消にむけた情報収集、連絡調整、施設の整備等の待機児童対策をおこなう。

成果指標
指標名 考え方・定義・式

視察旅費、近接地旅費
300

区分（節）

事業のコスト
（単位：千円）

財源内訳

国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

0.70

0.00

28決算 0 0 0 9,736

29当初予算 0 0 0 6,785

29年度人員配置（人）

正規

再任用

30当初予算 0 0

0.00

0.70

6,785

6,785

需用費
消耗品費等

505 需用費

0

内容

消耗品費等、食糧費

6,785

内容 金額

旅費
視察旅費、近接地旅費

300 旅費

10
負担金補助及
び交付金

研修負担金
10

合計（Ａ） 1,115 合計（Ｂ） 1,115

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 0

主な
理由

2
9
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

金額

505

使用料及び賃
借料

コピー使用料
300

使用料及び賃
借料

コピー使用料
300

3
0
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

負担金補助及
び交付金

研修負担金
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平成30年度 予算事業説明シート

事務事業名
緊急一時預かり（待機児童緊急対策）事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号

予算所管課 福祉局待機児童緊急対策室
連絡先 (078)918-5267

民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 児童福祉総務費
根拠法令
・要綱等

子ども・子育て支援法、児童福祉法事業 緊急一時預かり（待機児童緊急対策）事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
待機児童を対象に保育所等へ入所できるまでの間、緊急一時預かり事業として「あかし保育ルーム」を整備運営する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

待機児童数
待機児童数が平成30年2月現在895人であるが、平成31年4月にむけ
待機児童数ゼロを目指す。

平成31年4月 人 0人

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

「あかし保育ルーム」の整備運営または補助を行う。
平成29年度　　公共施設利用型（あかしこども広場　にこにこ保育ルーム）　   1か所
                       私立保育所利用型　2か所

平成30年度　　公共施設等利用型　　 2か所
                       私立保育所利用型　10か所

29年度人員配置（人）
国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

28決算 0 0 0 0 0.00

29当初予算 0 0 0 0 0 0 0 再任用

0 0 0 正規 0.70 ｱﾙﾊﾞｲﾄ

0.00 その他 0.00

30当初予算 80,560 0 80,560 43,146 0 15,840 21,574 任期付 0.00 合計 0.70

2
9
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

3
0
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

使用料及び賃
借料

保育ルーム使用料
4,080

区分（節） 内容 金額

委託料
保育ルーム運営委託料

52,000

負担金補助及
び交付金

保育ルーム運営補助費
24,480

合計（Ａ） 0 合計（Ｂ） 80,560

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 80,560

主な
理由



29

○

平成30年度 予算事業説明シート

事務事業名

企業主導型保育推進（待機児童緊急対策）
事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号

予算所管課 福祉局待機児童緊急対策室
連絡先 (078)918-5267

民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 児童福祉総務費
根拠法令
・要綱等

子ども・子育て支援法、児童福祉法事業 企業主導型保育推進（待機児童緊急対策）事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
企業主導型保育事業の地域枠設定に伴う備品補助を実施し、企業主導型保育事業を推進する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

待機児童数
待機児童数が平成30年2月現在895人であるが、平成31年4月にむけ
待機児童数ゼロを目指す。

平成31年4月 人 0人

受け入れ枠の拡充数 平成31年4月までに2,000人規模の受け入れ枠の拡充を行う。 平成31年4月 人
2,000人のうち当該

事業で120人

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

【平成29年度】
　4事業所に対して補助金を交付予定。平成30年2月現在、地域枠及び企業枠を含め118人分の受け入れ枠の拡充を実施

【平成30年度】
　10事業所に対して補助金を交付予定。地域枠及び企業枠を含め約120人分の受け入れ枠の拡充を実施する。

29年度人員配置（人）
国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

28決算 0 0 0 0 0.00

29当初予算 0 0 0 0 0 0 0 再任用

0 0 0 正規 0.60 ｱﾙﾊﾞｲﾄ

0.00 その他 0.00

30当初予算 10,000 0 10,000 0 0 0 10,000 任期付 0.00 合計 0.60

2
9
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

3
0
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

負担金補助及
び交付金

企業主導型保育事業地域枠設
定促進補助金 10,000

合計（Ａ） 0 合計（Ｂ） 10,000

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 10,000

主な
理由
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平成30年度 予算事業説明シート

事務事業名
公立保育所整備（待機児童緊急対策）事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0142600000-002

予算所管課 福祉局待機児童緊急対策室
連絡先 (078)918-5267

民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 児童福祉施設費
根拠法令
・要綱等

子ども・子育て支援法、児童福祉法事業 公立保育所整備（待機児童緊急対策）事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
公立保育所の増設を実施し、待機児童を解消する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

待機児童数
待機児童数が平成30年2月現在895人であるが、平成31年4月にむけ
待機児童数ゼロを目指す。

平成31年4月 人 0人

受け入れ枠の拡充数 平成31年4月までに2,000人規模の受け入れ枠の拡充を行う。 平成31年4月 人
2,000人のうち当該

事業で80人

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

【平成29年度】
　公立保育所１か所（高丘保育所）内の保育室を活用し、３歳の受け入れ枠を拡充を実施

　既存施設の定員増　１か所　４０人

【平成30年度】
　待機児童が多く発生している地区の公立保育所等を活用して受け入れ枠の拡充を図る。合計８０人

29年度人員配置（人）
国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

28決算 77,870 8,100 85,970 0 0.00

29当初予算 110,097 5,670 115,767 0 89,000 0 26,767 再任用

58,600 0 27,370 正規 0.70 ｱﾙﾊﾞｲﾄ

0.00 その他 0.00

30当初予算 217,904 5,670 223,574 0 199,000 0 24,574 任期付 0.00 合計 0.70

2
9
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

3
0
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

委託料
公立保育所増設及び幼稚園分
園に係る設計委託費 10,000

使用料及び賃
借料

公立保育所増設園舎リース料
179,904

区分（節） 内容 金額

需用費
公立保育所増設及び幼稚園分
園に係る消耗品一式及び修繕
料

5,000 需用費
公立保育所増設消耗品費、修繕
料 28,000

工事請負費
公立保育所増設及び幼稚園分
園に係る工事費 75,000

使用料及び賃
借料

公立保育所増設リース料
16,097 備品購入費

公立保育所増設備品一式
10,000

備品購入費
公立保育所増設及び幼稚園分
園に係る備品一式 4,000

合計（Ａ） 110,097 合計（Ｂ） 217,904

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 107,807

主な
理由

園舎リース料の増額による
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平成30年度 予算事業説明シート

事務事業名

私立保育所・認定こども園等整備（待機児
童緊急対策）事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0142600000-003

予算所管課 福祉局待機児童緊急対策室
連絡先 (078)918-5267

民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 児童福祉施設費

根拠法令
・要綱等

子ども・子育て支援法、児童福祉法事業
私立保育所・認定こども園等整備（待機児童緊急対
策）事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
私立保育所、私立認定こども園、私立保育所分園及び小規模保育事業の整備に係る法人負担を軽減することで、受け入れ
枠を拡充し待機児童を解消する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

待機児童数
待機児童数が平成30年2月現在895人であるが、平成31年4月にむけ
待機児童数ゼロを目指す。

平成31年4月 人 0人

受け入れ枠の拡充数 平成31年4月までに2,000人規模の受け入れ枠の拡充を行う。 平成31年4月 人
2,000人のうち当該

事業で1,520人

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

【平成29年度】
　私立保育所及び認定こども園を整備する民間法人に対し、補助金を交付する。
【拡充数】
　保育所の新設　２か所　１５５人
　認定こども園の新設　１か所　９０人
　分園の設置　　１か所　１５人
　既存施設の定員増　２か所　１００人
　小規模保育事業の新設　５か所　９１人

合計　１１か所　４５１人

【平成３０年度】
　私立保育所、私立認定こども園、分園、小規模保育施設等の設置等　　２４か所　   １，５２０人

29年度人員配置（人）
国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

28決算 1,491,205 17,010 1,508,215 1,114,356 0.00

29当初予算 1,505,300 17,820 1,523,120 1,129,694 373,900 0 19,526 再任用

373,100 0 20,759 正規 2.20 ｱﾙﾊﾞｲﾄ

0.00 その他 0.00

30当初予算 3,214,358 17,820 3,232,178 2,394,460 796,800 0 40,918 任期付 0.00 合計 2.20

2
9
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

3
0
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

負担金補助及
び交付金

私立保育所、私立認定こども園
等の施設整備補助 1,505,300

負担金補助及
び交付金

私立保育所、私立認定こども園
等の施設整備補助 3,214,358

合計（Ａ） 1,505,300 合計（Ｂ） 3,214,358

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 1,709,058

主な
理由

保育の受け入れ枠の拡充数を、昨年度の１２００人規模から２０００人規模へ増
加したことによる
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平成30年度 予算事業説明シート

事務事業名
保育士確保等緊急対策事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0142600000-004

予算所管課 福祉局待機児童緊急対策室
連絡先 (078)918-5267

民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 幼保給付費
根拠法令
・要綱等

子ども・子育て支援法、児童福祉法事業 保育士確保等緊急対策事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
待機児童解消に向けた緊急的な私立保育所等の受け入れ枠の拡充に伴い、必要となる保育士の確保と保育の質向上に向
けた様々な取り組みを実施する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

待機児童数
待機児童数が平成30年2月現在895人であるが、平成31年4月にむけ
待機児童数ゼロを目指す。

平成31年4月 人 0人

保育士の確保 受け入れ枠の拡充に伴う保育士の確保 平成31年4月 人 200人

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

【平成29年度】
　１　市内の私立認可保育所等に勤務する保育士の処遇改善を行う。
　　　（１）　保育士の処遇改善を実施する私立保育所等に対し、月額給与増額分の1/2、１万円を限度に助成する。（平成29年1月から実施）
　　　（２）　私立保育所等に新たに就労する保育士に対し、2年間合計で最大30万円（潜在保育士は10万円）の一時金を支給する。（平成28年度より実施）
　　　（３）　私立保育所等が宿舎を借り上げる場合、8万2千円を限度にその費用の一部を助成する。（平成28年11月から実施）
　２　保育士への就労支援を行う。
　　　（１）　私立保育所等見学バスツアーを平成29年7月、8月に計4日実施した。
　　　（２）　私立保育所等保育士就職フェアを平成29年6月・10月・平成30年2月に計3回開催した。
　　　（３）　施設長研修を２回、新卒保育士研修・新卒フォローアップ研修を各１回行い、保育士就業継続支援につなげる。
　　　（４）　潜在保育士に対して、２回の連続講座を行い、保育士資格を持ちながら保育現場で働いていない方の職場復帰につなげた。

【平成30年度】
上記の保育士処遇改善事業及び保育士への就労支援に加えて、保育士の確保と保育の質の向上に向けた様々な取り組みを実施する。
　１　「（仮）保育士総合サポートセンター」（保育士・保育所支援センター）の設置運営を行い、保育士を確保する。
  ２ 　「キャリアアップ研修」を保育士養成校と連携のうえ実施し、保育の質の向上を図る。

29年度人員配置（人）
国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

28決算 0 6,480 6,480 0 0.00

29当初予算 137,780 17,010 154,790 29,212 0 0 125,578 再任用

0 0 6,480 正規 2.10 ｱﾙﾊﾞｲﾄ

0.00 その他 0.00

30当初予算 141,237 17,010 158,247 27,119 0 0 131,128 任期付 0.00 合計 2.10

2
9
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

3
0
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

需用費
就職相談会、研修等に係るポス
ター等印刷費等 1,250 役務費

就職相談会、研修等に係る広告
等 1,200

区分（節） 内容 金額

報償費
研修講師報償費

300 報償費
研修講師報償費

280

委託料
保育所巡回支援事業委託等

4,300
使用料及び賃
借料

就職相談会、研修等に係る会場
使用料 1,260

役務費
就職相談会、研修等に係る中吊
り広告等 1,500 委託料

保育士・保育所支援センター運
営委託 6,650

負担金補助及
び交付金

保育士処遇改善事業補助金等
129,288 その他

就職相談会用事務用品・印刷製
本費等、旅費 847

使用料及び賃
借料

就職相談会、研修等に係る会場
使用料 1,142

負担金補助及
び交付金

保育士処遇改善事業補助金等
キャリアアップ研修実施補助 131,000

合計（Ａ） 137,780 合計（Ｂ） 141,237

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 3,457

主な
理由

　「（仮）保育士総合サポートセンター」（保育士・保育所支援センター)を
新規開設するため
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